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　常任委員会では、それぞれが所管する事務事業について、市役所での調査（所管事務調査）と現地における
進捗状況等の調査（管内視察）を実施しました。今後は、調査結果をまとめ、状況に応じて追加調査や市に対
して要望します。

　『自主防災組織連絡協議会』による地域防災力向上、防災士会
連携による防災力強化事業、美術館管理運営事業（飛騨・世界生
活文化センターの収蔵品）、飛騨市作業療法まちづくり研究所、
社会福祉連携推進法人の支援、飛騨市民病院旧医師住宅・旧看護
師住宅売却に係る公募型プロポーザルの内容についての６項目

○所管事務調査【５月８・19 日 市役所】

①飛騨市美術館の収蔵品状況について＜高山市・飛騨センター＞
②特定空家状況について＜神岡町船津、神岡町伏方、古川町数河、
　宮川町種蔵＞
③火災跡地状況について＜宮川町巣之内＞
④再オープンの状況について＜板倉の宿 種蔵＞

○管内視察【６月３日 ＜＞は場所】

①飛騨センター収蔵庫の状況

②特定空家（神岡町船津）状況

　持続的最適土地利用対策（耕作放棄地対策）、農業振興地域整
備計画（基礎調査）、スマート農業、市内の飛騨牛生産の現状、
稲WCS代替牧草生産プロジェクト、WCSを活用した国産飼料に
よる飛騨産飛騨牛育成事業、企業立地促進事業助成金、ごみ出
し支援アプリの運用、ごみリサイクル体制の強化、飛騨市脱炭
素化推進支援についての10 項目

○所管事務調査【５月11・12日 市役所】

①土地改良の状況について＜古川町杉崎＞
②土地改良予定地の状況について＜古川町袈裟丸＞
③ブドウ栽培地・山地酪農の状況について＜古川町黒内＞
④飛騨河合飛騨牛繫殖センターの状況について＜河合町元田＞
⑤ひだキャトルステーションの状況について＜古川町中野＞

○管内視察【６月 2 日 ＜＞は場所】

①土地改良（古川町杉崎）状況

③ブドウ栽培地の状況

④飛騨牛繁殖センターの状況
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委員会報告の詳細内容は、
こちらでご確認いただけます
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委員会の活動報告
一般質問

　①市の構想の３本柱について②農業に参画
しやすい環境づくりについて③他のアグリ
パーク重点テーマについて

①「出荷者コミュニティの構築」「商品の固
定化を防ぐ取組」「新たな生産者確保」の 3 点を柱
として推進する。 農業に携わる人材の裾野を広げ、
直売所への出荷者数・出荷量の安定、品目の多様化
を目指す。②若者やセカンドキャリア層を主要な
ターゲットとし、「学ぶ」「作る」「売る」という一
連のプロセスを一貫して体験できる環境を整え、
本格的な農業へのステップアップを支援する。③飛
騨市の地域特性から、「直売所等を中心とした地域
活性化モデル」が最も効果的と判断した。他のモデ
ルの要素も統合的に取り入れながら、
地域農業の発展に取り組んでいく。

答弁

飛騨市まるごとアグリパーク構想
について

　①本市への影響について②飛騨ブランド構
築への影響について③県への要望や意見提出
について

①計画は現在、環境影響調査が実施されて
いる段階。計画地は庄川水系であり、飛騨市とは
水系が異なるため、水質等を通じた直接的な影響
はないものと考えている。②地域ブランドへの懸念
は心情的には十分理解できる。一方で、風評被害
や地域ブランドへの影響は、どのような実質的な
環境被害があるかによる。問題は施設そのもので
はなく、適切な管理・運営がなされるかどうかで
あり、市としてもその点を注視していく。③飛騨市
として独自に要望や意見書を提出することは現時
点では考えていない。飛騨市は流域ではなく、法
的根拠を持って疑問や問題を提起できる立場では

佐藤 克成 議員 
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ない。今後は、高山市や県の動向を注意深く見守っ
ていく。

他市で計画されている
産業廃棄物処理場について

答弁

YouTube

会議録はこちらから▶

　①自主防災組織連絡協議会準備会が立ち上
がったが今後の計画は②各地区での自主防災
組織の立ち上げについて③ヘルメットの配布
または貸出について

①今後３か年計画のもと、令和 10 年度に
飛騨市防災委員設置条例の制度を仮の目標とし、
条例に基づき任命された防災委員による本格的な
活動開始を目指したい。②人口減少や高齢化、地域
の事情により防災士会、防災関係者、民生委員な
ども交えた多様な活動をしていくため防災委員会
とは異なる組織として自主防災組織協議会と称し
ている。今後も引き続き丁寧な説明をして行きた
い。③防災士会と協議したい。

答弁

自主防災組織連絡協議会について

　①現在飛騨市の外国人労働者数と今後の展
望について②日本語教室や生活マナー等の勉
強会開催について③外国人労働者の社宅につ
いて

①令和８年５月末時点で365人、企業数に
ついては正確な数値は把握していないが補助金申
請などから33社以上あると思われる。②過去に日本
語教室を開催して、業種が多様であり勤務時間の
違いや移動問題、日本語能力の違い、試験のため
の学習なのか、生活に必要な学習なのか授業内容
が異なるなどの諸問題があり、このことを考える
と各事業所内での開催が有効と考え支援事業補助
金や業務支援員を派遣して支援している。生活マ
ナーの講習会については、事業者からも要望があ
り外国人労働者交流会の中で実施しており今後も
要望をヒアリングしながら実施したい。③事業者か

井端 浩二 議員 
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外国人労働者の支援について

答弁

YouTube

らも要望を頂いており、外国人に限らず雇用確保の
ために職員が移住するアパート等の不足の課題もあ
り、検討して行きたい。


